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は じ め に

奄美群島においては，昭和28年に日本へ復帰して以来，数次の法

改正に基づいて，自立的に発展していくための基礎条件を整備する

ことなどを目的に，各般にわたる事業が実施され，交通基盤，産業

基盤，生活環境などの社会資本の整備が着実に図られてきておりま

す。また，平成26年度からは，新たに創設された奄美群島振興交付

金を活用し，地域の自主性に基づく柔軟かつ迅速な取組が進められ

てきているところです。

しかし，遠隔の外海に８つの島々で構成されているという地理的

条件，台風や集中豪雨などによる災害が多発する厳しい自然条件下

にあり，本土との間に所得水準や物価をはじめとする経済面の格差

が未だ存在しております。

また，人口減少や高齢化の進展に伴い，地域，くらし，産業など

あらゆる分野を支える人材は不足しており，更なる地域の活力の低

下などが懸念されているところです。

一方で，奄美群島は世界自然遺産への登録等を契機として，我が

国の豊かで多様な自然環境の形成・維持に大きな役割を担うことに

なり，一体的に登録された沖縄や既に登録されている屋久島と連携

して活用を図ることで観光立国に貢献する役割等が期待されます。

今回の奄美群島振興開発総合調査は，奄美群島振興開発特別措置

法が令和５年度末で期限を迎えることから，奄美群島の社会・経済

の現状，課題及び振興開発事業の成果等を総合的に調査し，今後の

振興開発の方向及び方策を明らかにするためのものです。

今後，この調査で明らかになった振興開発の方向及び方策に基づ

く各種施策を通じて，自然環境の保全や地域文化の継承，郷土を誇

りに思い地域を支える人材の育成を図りながら，産業の振興と生活

の利便性向上を一層推進することで，持続可能な社会を目指し，世

界のモデルとして発信する必要があります。

また，デジタル技術の革新や，新型コロナウイルス感染症の拡大

等に伴う地方回帰の潮流は，地理的条件不利性を抱え人材が不足す

る奄美群島にとって，地域課題の解決を図る上での好機であり，奄

美群島の振興開発に最大限生かす必要があります。

鹿児島の宝である奄美群島の更なる発展を図り，我が国の地域振

興の先進地域となるためには，法の延長を実現するとともに，法に

基づく特別措置による支援の充実が必要不可欠であります。

終わりに，調査の実施に当たり，貴重な御意見をいただいた各種

団体や民間有識者の皆様，国や地元の関係者など調査に御指導，御

協力いただいた皆様に対して，深く謝意を表します。

令和５年３月

奄美群島振興開発総合調査委員会

委員長 鹿児島県副知事 藤本 徳昭
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